
背景

業務用ビル等における省Ｃ０２促進事業（一部経済産業省・国土交通省連携事業）業務用ビル等における省Ｃ０２促進事業（一部経済産業省・国土交通省連携事業）

期待される効果

事業概要

平成28年度予算（案）
5,500百万円（新規）

事業スキーム

(2)ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業（1）テナントビルの省CO2促進事業

オーナー テナント

オーナーとテナントが協働で低炭素化を促進

ビルの
CO2削減

最新の環境技術を導入しＺＥＢの実現と普及拡大を目指す

●既存のテナントビルの低炭素化の障壁を解消するグリーンリース契約等
を用いた取組を事業期間内に250件以上実施し当該取組を一般化させ、
大幅なCO2排出量の抑制を図る。

● 省エネルギー性能の高い建築物の普及を促進し、2030年までに新築建築
物の平均でZEB実現を目指す。

● グリーンリースの活用、ＺＥＢの実現・普及により、業務用ビル等の低
炭素化を促進し、将来の業務その他部門のCO2削減目標(40％)達成のた
めに、低炭素な業務用ビル等の普及を図る。

（環境省実証事業例）

2030年のCO2削減目標達成のためには業務その他部門において３～４割の
CO2削減が必要。この目標達成のためには、業務用ビル等の大幅な低炭素化
が必要である。
このため、低炭素化が進みにくい既存テナントビルの省CO2化を促進して

いくとともに、先進的な業務用ビル等(ZEB(ビル内のエネルギー使用量が正
味でほぼゼロとなるビル))の実現と普及拡大を目指す。

(1)テナントビルの省CO2促進事業（国土交通省連携事業）
テナントが入居するビルはオーナーに光熱費削減のメリットが感じら

れにくいため低炭素化が進みにくい状況にある。
環境負荷を低減する取組についてオーナーとテナントの協働を契約や

覚書等で取決めを結び（グリーンリース契約等）省CO2を図る事業を支
援する。

(2)ＺＥＢ実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業（経済産業省連
携事業）
中小規模業務用ビル等に対しZEBの実現に資する省エネ・省CO2性の

高いシステムや高性能設備機器等を導入する費用を支援する。

国 事業者非営利法人
（補助率）

1/2～2/3
（補助率）
定額

補助金補助金

(1)テナントビルの省CO2促進事業
・補助対象者 建築物所有者
・補助対象経費 グリーンリース契約等を締結するために必要な調査費用

当該契約等により行う省CO2改修費用（設備費等）
・補助率 1/2以内
(2)ＺＥＢ実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業
・補助対象者 建築物（所有者）等
・補助対象経費 ZEB実現に寄与する空調、換気、照明、給湯、BEMS装置

等の導入に要する費用
・補助率 2/3以内
・補助要件 エネルギー削減率が50％以上（再生可能エネルギーを利

用した発電を考慮しない）
事業実施期間： (１)(２)とも平成２８年度～平成３０年度

- 1 -


